
第９号様式　その１ （表）

１　事業者の氏名等

２　報告する事業所等の全体の状況（2023年度の状況）

３　報告する全事業所における合計二酸化炭素排出量の状況

４　評価の対象とする事業所等の範囲

５　評価対象事業所等における直近５か年度の状況

６　再生可能エネルギーの利用事業所数及び割合

７　評価結果

（日本産業規格A列4番）

地球温暖化対策報告書（その１）

葛飾区

事 業 者 番 号 A 0 8 6 4

事 業 者 の 氏 名
(法人にあっては名称
及 び 代 表 者 の 氏 名 )

事業所 0 kl
原油換算エネルギー
使 用 量 の 合 計

条例第8条の23第2項
報 告 事 業 所 数

0

3,350 kl
原油換算エネルギー
使 用 量 の 合 計

30
条例第8条の23第1項
報 告 事 業 所 数

事業所

葛飾区長　青木　克德

合計二酸化炭素排出
量

6,512 ｔ

義務提出事業所等 全事業所□ ■

地 球 温 暖 化 対 策 の
取 組 に 係 る 評 価 ―

評 価 対 象 事 業 所 等

2019年度 2020年度 2021年度

再生可能エネルギー
利 用 事 業 所 率

33.33 %

平均合計原単位改善
率

0.49 %

再生可能エネルギー
利 用 事 業 所 数

10 事業所

6,438.00

117,259.11

54.90404

5,705.00

114,165.14合 計 延 床 面 積

合 計 原 単 位

合計二酸化炭素排出
量

2022年度 2023年度

6,512.00

120,967.53

53.83262

t

㎡

kg-CO2/㎡

平均合計二酸化炭素
排 出 量 削 減 率

-0.28 %

49.97147

5,653.00 6,312.00

116,783.93 119,012.08

48.40563 53.03663

ランク



（裏）

８　実績年度の目標達成の状況

９　提出年度の地球温暖化対策の目標

１０　地球温暖化対策のレベル

１１　事業者としての取組

１２　特記事項

（日本産業規格A列4番）

1

取組方針

葛飾区では、「葛飾区地球温暖化対策実行計画（事務事業編）」（令和４年度～
令和12(2030)年度）を策定し、電気やガスなどのエネルギー使用量、（ごみの排
出量及びガソリン等の燃料の使用量）について削減目標を定め、平成25年度を
基準年度として、2030年度までに削減すべき目標値を設定している。令和５年
度は本計画に基づき、空調の温度管理の徹底、昼休みの消灯やこまめな消
灯、パソコンの省電力設定などソフト面での取組を継続するとともに、施設整備・
改修計画に基づき、従来型蛍光灯や空調機の高効率化など省エネ改修を実施
し、エネルギー使用量の削減を図った。推進体制としては、区長を本部長、副
区長を副本部長とする環境行動推進本部（環境行動推進本部幹事会）を設置
し、全庁的な連携・調整を図るとともに推進状況の点検・評価、公表等を行い、
環境への負荷の一層の低減を目指した。

重 点 対 策 の レ ベ ル

組織体制の
整備の状況

重点対策 その他対策

対策番号 対策名

A116

A102 温暖化対策推進担当の配置

組織横断的な推進体制の整備

A105 取組内容や点検体制の定期的改善

対策番号 対策名

A101 地球温暖化対策の方針等の設定 A104 取組状況の点検体制の構築

A109 都などの無料の相談機関の利用

A103 具体的な取組目標と内容の設定 A107 排出状況の整理・分析・提供

所内会議・研修会等で報告

A111 全従業員に温暖化対策情報の提供 A108

目 標 の 有 無 □

そ の 他

実 績 年 度 の
目 標 達 成 の 状 況

□ 目標達成した。

特記事項に内容を記載

%

%

%

有 ■ 無

合計二酸化炭素排出量削減率

合 計 原 単 位 改 善 率

再生可能エネルギー導入事業所
率



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2023年度の状況）
①

kl

②

t

③

t

④

t

⑤

kg-CO2/m2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、
⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。

※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本産業規格A列4番）

0.00.0 9.76 0.0 0.4890

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 総合庁舎

事 業 所 番 号 A 0 8 0 36

事 業 所 等 の 所 在 地

4

所 有 形 態 ■ □

事業所等の延床面積

〒 1 2 －

0

5 区 市 町 村 名8

－ 0

5 東京都葛飾区

立石５－１３－１

5

1年未満

4

□■ 1年度分17,093.49 m2

■ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

□ □

□ □

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
における細分類番号

9 8

報告範囲の主たる用
途

■

□

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 646

2 1 連鎖化事業区分 非該当
直営
店

□ 加盟店 ■□

二 酸 化 炭
素

排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 1,254

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排
水に伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

32

総　計（④=②+③） 1,286

二 酸 化 炭
素

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積
当たりの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

73.3

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（）

その他（）

126,524.5 45.00

□ L 0.0 36.70

5,693.6 0.0136 283.9

□ kg 0.0 50.80 0.0 0.0161 0.0

0.0 0.0185 0.0

□ 0.0

0.0 0.4890

0.0

0.4890 0.0
電
気

一般送配電事業
者

の電線路を介して
供給された電気

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97

970.9

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 1,985,537.0 9.76 19,378.8 0.4890

28,465.0 0.2660

25,072.4

61,454.0

7.6

24.6

kWh

m3

1,254.8

0.4000

32.2

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m3

証書による環境価値
の利用

再生可能エネルギー
の 利 用 状 況

■
再生可能エネルギー
発電設備の設置

□
再生可能エネルギー電
気の受入

□



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本産業規格A列4番）

取組内容や点検体制の定期的改善

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

組 織 体 制 の 整 備

A203 具体的な取組目標と内容の設定 A205

A204 取組状況の点検体制の構築 A208 組織横断的な推進体制の整備

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B101 自ら入手可能な情報に基づく把握 B106

B105 エネルギー使用量の前年度比較 エネルギー等情報の対策への活用

過去のデータによる傾向の把握

B108

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

C101 空室・不在時等のこまめな消灯 C115 事務用機器を業務終了時に停止

C106 冷暖房温度を都の推奨値へ変更 C116

C114 事務用機器を省エネモードに設定 C121 屋内駐車場換気の不要時間の停止

個人用端末の不用・離席時の停止

C109 空室・不在時等の空調停止 C120 外灯等の点灯時間の季節別管理

CA01 空室・不在時等のこまめな消灯

CA06 季節に応じた外気導入量の適正化

CA15

CA25

不要な機器の電源オフ

その他設備の不使用時の停止

D104 空調フィルターの清掃・点検
設備保守対策

D101 ランプ等の定期的な清掃・交換

設備導入対策

E101 高効率照明ランプの採用（屋内） E104

E124

照明点灯範囲の細分化

更新に合わせた高効率機器の採用

E114 高効率パッケージの採用 E141 太陽光発電設備の導入

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2023年度の状況）
①

kl

②

t

③

t

④

t

⑤

kg-CO2/m2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、
⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。

※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本産業規格A列4番）

0.00.0 9.76 0.0 0.4890

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 男女平等推進センター

事 業 所 番 号 A 0 8 0 36

事 業 所 等 の 所 在 地

4

所 有 形 態 ■ □

事業所等の延床面積

〒 1 2 －

1

2 区 市 町 村 名0

－ 0

0 東京都葛飾区

立石５－２７－１

1

1年未満

4

□■ 1年度分2,411.96 m2

■ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

□ □

□ ■

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
における細分類番号

9 5

報告範囲の主たる用
途

□

□

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 107

1 1 連鎖化事業区分 非該当
直営
店

□ 加盟店 ■□

二 酸 化 炭
素

排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 209

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排
水に伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

2

総　計（④=②+③） 211

二 酸 化 炭
素

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積
当たりの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

86.6

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（）

その他（）

33,642.5 45.00

□ L 0.0 36.70

1,513.9 0.0136 75.5

□ kg 0.0 50.80 0.0 0.0161 0.0

0.0 0.0185 0.0

□ 0.0

0.0 0.4890

0.0

0.4890 0.0
電
気

一般送配電事業
者

の電線路を介して
供給された電気

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97

133.7

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 273,387.0 9.76 2,668.3 0.4890

3,189.0 0.2660

4,182.2

3,189.0

0.8

1.3

kWh

m3

209.2

0.4000

2.1

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m3

証書による環境価値
の利用

再生可能エネルギー
の 利 用 状 況

□
再生可能エネルギー
発電設備の設置

□
再生可能エネルギー電
気の受入

□



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本産業規格A列4番）

取組内容や点検体制の定期的改善

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

組 織 体 制 の 整 備

A203 具体的な取組目標と内容の設定 A205

A204 取組状況の点検体制の構築 A208 組織横断的な推進体制の整備

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B101 自ら入手可能な情報に基づく把握 B106

B105 エネルギー使用量の前年度比較 エネルギー等情報の対策への活用

過去のデータによる傾向の把握

B108

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

C101 空室・不在時等のこまめな消灯 C108 温度計等による室温の把握と調整

C106 冷暖房温度を都の推奨値へ変更 C112

C114 事務用機器を省エネモードに設定 CA01 空室・不在時等のこまめな消灯

季節に応じた外気導入量の適正化

C109 空室・不在時等の空調停止 C116 個人用端末の不用・離席時の停止

CA05 温度計等による室温の把握と調整

CA06 季節に応じた外気導入量の適正化

CA15

CA25

不要な機器の電源オフ

その他設備の不使用時の停止

設備保守対策

D101 ランプ等の定期的な清掃・交換

設備導入対策

E101 高効率照明ランプの採用（屋内）

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2023年度の状況）
①

kl

②

t

③

t

④

t

⑤

kg-CO2/m2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、
⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。

※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本産業規格A列4番）

0.00.0 9.76 0.0 0.4890

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 青戸地区センター

事 業 所 番 号 A 0 8 0 16

事 業 所 等 の 所 在 地

4

所 有 形 態 ■ □

事業所等の延床面積

〒 1 2 －

6

2 区 市 町 村 名0

－ 0

0 東京都葛飾区

青戸５－２０－６

6

1年未満

5

□■ 1年度分1,787.01 m2

■ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

□ □

□ ■

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
における細分類番号

8 2

報告範囲の主たる用
途

□

□

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 46

1 1 連鎖化事業区分 非該当
直営
店

□ 加盟店 ■□

二 酸 化 炭
素

排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 90

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排
水に伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

1

総　計（④=②+③） 91

二 酸 化 炭
素

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積
当たりの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

50.3

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（）

その他（）

1,553.4 45.00

□ L 0.0 36.70

69.9 0.0136 3.5

□ kg 0.0 50.80 0.0 0.0161 0.0

0.0 0.0185 0.0

□ 0.0

0.0 0.4890

0.0

0.4890 0.0
電
気

一般送配電事業
者

の電線路を介して
供給された電気

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97

86.6

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 177,003.0 9.76 1,727.5 0.4890

1,953.0 0.2660

1,797.5

3,031.0

0.5

1.2

kWh

m3

90.0

0.4000

1.7

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m3

証書による環境価値
の利用

再生可能エネルギー
の 利 用 状 況

□
再生可能エネルギー
発電設備の設置

□
再生可能エネルギー電
気の受入

□



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本産業規格A列4番）

取組内容や点検体制の定期的改善

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

組 織 体 制 の 整 備

A203 具体的な取組目標と内容の設定 A205

A204 取組状況の点検体制の構築 A208 組織横断的な推進体制の整備

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B101 自ら入手可能な情報に基づく把握 B103

B108

B105 エネルギー使用量の前年度比較 過去のデータによる傾向の把握

時間的に詳細に把握

B106

エネルギー等情報の対策への活用

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

C101 空室・不在時等のこまめな消灯 C108 温度計等による室温の把握と調整

C106 冷暖房温度を都の推奨値へ変更 C112

C114 事務用機器を省エネモードに設定 CA01 空室・不在時等のこまめな消灯

季節に応じた外気導入量の適正化

C109 空室・不在時等の空調停止 C115 事務用機器を業務終了時に停止

CA06 季節に応じた外気導入量の適正化

CA15 不要な機器の電源オフ

CA25 その他設備の不使用時の停止

設備保守対策

D101 ランプ等の定期的な清掃・交換

設備導入対策

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2023年度の状況）
①

kl

②

t

③

t

④

t

⑤

kg-CO2/m2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、
⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。

※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本産業規格A列4番）

0.00.0 9.76 0.0 0.4890

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 金町地区センター

事 業 所 番 号 A 0 8 0 16

事 業 所 等 の 所 在 地

4

所 有 形 態 ■ □

事業所等の延床面積

〒 1 2 －

8

2 区 市 町 村 名0

－ 0

0 東京都葛飾区

東金町１－２２－１

4

1年未満

5

□■ 1年度分1,861.32 m2

■ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

□ □

□ ■

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
における細分類番号

8 2

報告範囲の主たる用
途

□

□

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 48

1 1 連鎖化事業区分 非該当
直営
店

□ 加盟店 ■□

二 酸 化 炭
素

排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 94

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排
水に伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

1

総　計（④=②+③） 95

二 酸 化 炭
素

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積
当たりの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

50.5

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（）

その他（）

18.4 45.00

□ L 0.0 36.70

0.8 0.0136 0.0

□ kg 0.0 50.80 0.0 0.0161 0.0

0.0 0.0185 0.0

□ 0.0

0.0 0.4890

0.0

0.4890 0.0
電
気

一般送配電事業
者

の電線路を介して
供給された電気

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97

94.8

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 193,889.0 9.76 1,892.4 0.4890

1,701.0 0.2660

1,893.2

1,701.0

0.5

0.7

kWh

m3

94.9

0.4000

1.1

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m3

証書による環境価値
の利用

再生可能エネルギー
の 利 用 状 況

□
再生可能エネルギー
発電設備の設置

□
再生可能エネルギー電
気の受入

□



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本産業規格A列4番）

取組内容や点検体制の定期的改善

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

組 織 体 制 の 整 備

A203 具体的な取組目標と内容の設定 A205

A204 取組状況の点検体制の構築 A208 組織横断的な推進体制の整備

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B101 自ら入手可能な情報に基づく把握 B103

B108

B105 エネルギー使用量の前年度比較 過去のデータによる傾向の把握

時間的に詳細に把握

B106

エネルギー等情報の対策への活用

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

C101 空室・不在時等のこまめな消灯 C108 温度計等による室温の把握と調整

C106 冷暖房温度を都の推奨値へ変更 C112

C114 事務用機器を省エネモードに設定 CA01 空室・不在時等のこまめな消灯

季節に応じた外気導入量の適正化

C109 空室・不在時等の空調停止 C115 事務用機器を業務終了時に停止

CA06 季節に応じた外気導入量の適正化

CA15 不要な機器の電源オフ

CA25 その他設備の不使用時の停止

設備保守対策

D101 ランプ等の定期的な清掃・交換

設備導入対策

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2023年度の状況）
①

kl

②

t

③

t

④

t

⑤

kg-CO2/m2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、
⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。

※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本産業規格A列4番）

0.00.0 9.76 0.0 0.4890

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 柴又学び交流館

事 業 所 番 号 A 0 8 0 06

事 業 所 等 の 所 在 地

4

所 有 形 態 ■ □

事業所等の延床面積

〒 1 2 －

9

2 区 市 町 村 名0

－ 0

0 東京都葛飾区

柴又５－３３－８

5

1年未満

5

□■ 1年度分2,506.14 m2

■ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

□ □

□ ■

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
における細分類番号

8 2

報告範囲の主たる用
途

□

□

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 48

1 1 連鎖化事業区分 非該当
直営
店

□ 加盟店 ■□

二 酸 化 炭
素

排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 94

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排
水に伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

0

総　計（④=②+③） 94

二 酸 化 炭
素

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積
当たりの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

37.5

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（）

その他（）

18,822.7 45.00

□ L 0.0 36.70

847.0 0.0136 42.2

□ kg 0.0 50.80 0.0 0.0161 0.0

0.0 0.0185 0.0

□ 0.0

0.0 0.4890

0.0

0.4890 0.0
電
気

一般送配電事業
者

の電線路を介して
供給された電気

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97

52.3

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 106,909.0 9.76 1,043.4 0.4890

943.0 0.2660

1,890.5

943.0

0.3

0.4

kWh

m3

94.5

0.4000

0.6

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m3

証書による環境価値
の利用

再生可能エネルギー
の 利 用 状 況

□
再生可能エネルギー
発電設備の設置

□
再生可能エネルギー電
気の受入

□



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本産業規格A列4番）

取組内容や点検体制の定期的改善

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

組 織 体 制 の 整 備

A203 具体的な取組目標と内容の設定 A205

A204 取組状況の点検体制の構築 A208 組織横断的な推進体制の整備

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B101 自ら入手可能な情報に基づく把握 B103

B108

B105 エネルギー使用量の前年度比較 過去のデータによる傾向の把握

時間的に詳細に把握

B106

エネルギー等情報の対策への活用

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

C101 空室・不在時等のこまめな消灯 C108 温度計等による室温の把握と調整

C106 冷暖房温度を都の推奨値へ変更 C112

C114 事務用機器を省エネモードに設定 CA01 空室・不在時等のこまめな消灯

季節に応じた外気導入量の適正化

C109 空室・不在時等の空調停止 C115 事務用機器を業務終了時に停止

CA06 季節に応じた外気導入量の適正化

CA15 不要な機器の電源オフ

CA25 その他設備の不使用時の停止

設備保守対策

D101 ランプ等の定期的な清掃・交換

設備導入対策

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2023年度の状況）
①

kl

②

t

③

t

④

t

⑤

kg-CO2/m2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、
⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。

※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本産業規格A列4番）

0.00.0 9.76 0.0 0.4890

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 水元学び交流館

事 業 所 番 号 A 0 8 0 26

事 業 所 等 の 所 在 地

4

所 有 形 態 ■ □

事業所等の延床面積

〒 1 2 －

4

5 区 市 町 村 名0

－ 0

0 東京都葛飾区

南水元２－１３－１

3

1年未満

5

□■ 1年度分4,441.34 m2

■ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

□ □

□ ■

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
における細分類番号

8 2

報告範囲の主たる用
途

□

□

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 71

1 1 連鎖化事業区分 非該当
直営
店

□ 加盟店 ■□

二 酸 化 炭
素

排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 138

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排
水に伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

10

総　計（④=②+③） 148

二 酸 化 炭
素

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積
当たりの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

31.0

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（）

その他（）

36,001.1 45.00

□ L 0.0 36.70

1,620.1 0.0136 80.8

□ kg 0.0 50.80 0.0 0.0161 0.0

0.0 0.0185 0.0

□ 0.0

0.0 0.4890

0.0

0.4890 0.0
電
気

一般送配電事業
者

の電線路を介して
供給された電気

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97

57.4

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 117,459.0 9.76 1,146.4 0.4890

15,039.0 0.2660

2,766.5

15,039.0

4.0

6.0

kWh

m3

138.2

0.4000

10.0

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m3

証書による環境価値
の利用

再生可能エネルギー
の 利 用 状 況

□
再生可能エネルギー
発電設備の設置

□
再生可能エネルギー電
気の受入

□



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本産業規格A列4番）

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

組 織 体 制 の 整 備

A202 温暖化対策推進担当の配置

A204

A203 具体的な取組目標と内容の設定

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B101 自ら入手可能な情報に基づく把握

B105 エネルギー使用量の前年度比較

B102 関連他者からの情報を加えて把握

取組状況の点検体制の構築

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

C101 空室・不在時等のこまめな消灯

C106 冷暖房温度を都の推奨値へ変更

C114 事務用機器を省エネモードに設定

C109 空室・不在時等の空調停止

設備保守対策

D101 ランプ等の定期的な清掃・交換

設備導入対策

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2023年度の状況）
①

kl

②

t

③

t

④

t

⑤

kg-CO2/m2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、
⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。

※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本産業規格A列4番）

0.00.0 9.76 0.0 0.4890

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 市民活動支援センター・勤労福祉会館

事 業 所 番 号 A 0 8 0 26

事 業 所 等 の 所 在 地

4

所 有 形 態 ■ □

事業所等の延床面積

〒 1 2 －

9

2 区 市 町 村 名0

－ 0

0 東京都葛飾区

立石３－１２－１

1

1年未満

4

□■ 1年度分2,038.00 m2

■ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

□ □

□ ■

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
における細分類番号

9 5

報告範囲の主たる用
途

□

□

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 56

1 1 連鎖化事業区分 非該当
直営
店

□ 加盟店 ■□

二 酸 化 炭
素

排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 108

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排
水に伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

0

総　計（④=②+③） 108

二 酸 化 炭
素

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積
当たりの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

52.9

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（）

その他（）

7,640.4 45.00

□ L 0.0 36.70

343.8 0.0136 17.1

□ kg 0.0 50.80 0.0 0.0161 0.0

0.0 0.0185 0.0

□ 0.0

0.0 0.4890

0.0

0.4890 0.0
電
気

一般送配電事業
者

の電線路を介して
供給された電気

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97

91.7

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 187,476.0 9.76 1,829.8 0.4890

321.0 0.2660

2,173.6

321.0

0.1

0.1

kWh

m3

108.8

0.4000

0.2

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m3

証書による環境価値
の利用

再生可能エネルギー
の 利 用 状 況

□
再生可能エネルギー
発電設備の設置

□
再生可能エネルギー電
気の受入

□



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本産業規格A列4番）

取組内容や点検体制の定期的改善

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

組 織 体 制 の 整 備

A203 具体的な取組目標と内容の設定 A205

A204 取組状況の点検体制の構築 A208 組織横断的な推進体制の整備

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B101 自ら入手可能な情報に基づく把握 B103

B108

B105 エネルギー使用量の前年度比較 過去のデータによる傾向の把握

時間的に詳細に把握

B106

エネルギー等情報の対策への活用

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

C101 空室・不在時等のこまめな消灯 C108 温度計等による室温の把握と調整

C106 冷暖房温度を都の推奨値へ変更 C112

C114 事務用機器を省エネモードに設定 CA01 空室・不在時等のこまめな消灯

季節に応じた外気導入量の適正化

C109 空室・不在時等の空調停止 C115 事務用機器を業務終了時に停止

CA06 季節に応じた外気導入量の適正化

CA15 不要な機器の電源オフ

CA25 その他設備の不使用時の停止

設備保守対策

D101 ランプ等の定期的な清掃・交換

設備導入対策

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2023年度の状況）
①

kl

②

t

③

t

④

t

⑤

kg-CO2/m2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、
⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。

※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本産業規格A列4番）

0.00.0 9.76 0.0 0.4890

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 地域産業振興会館（テクノプラザかつしか）

事 業 所 番 号 A 0 8 0 16

事 業 所 等 の 所 在 地

4

所 有 形 態 ■ □

事業所等の延床面積

〒 1 2 －

7

2 区 市 町 村 名0

－ 0

0 東京都葛飾区

青戸７－２－１

6

1年未満

5

□■ 1年度分6,096.87 m2

■ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

□ □

□ ■

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
における細分類番号

9 5

報告範囲の主たる用
途

□

□

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 264

1 1 連鎖化事業区分 非該当
直営
店

□ 加盟店 ■□

二 酸 化 炭
素

排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 514

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排
水に伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

2

総　計（④=②+③） 516

二 酸 化 炭
素

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積
当たりの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

84.3

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（）

その他（）

31.9 45.00

□ L 0.0 36.70

1.4 0.0136 0.1

□ kg 0.0 50.80 0.0 0.0161 0.0

0.0 0.0185 0.0

□ 0.0

0.0 0.4890

0.0

0.4890 0.0
電
気

一般送配電事業
者

の電線路を介して
供給された電気

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97

514.1

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 1,051,315.0 9.76 10,260.8 0.4890

3,399.0 0.2660

10,262.3

3,399.0

0.9

1.4

kWh

m3

514.2

0.4000

2.3

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m3

証書による環境価値
の利用

再生可能エネルギー
の 利 用 状 況

■
再生可能エネルギー
発電設備の設置

□
再生可能エネルギー電
気の受入

□



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本産業規格A列4番）

取組内容や点検体制の定期的改善

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

組 織 体 制 の 整 備

A203 具体的な取組目標と内容の設定 A205

A204 取組状況の点検体制の構築 A208 組織横断的な推進体制の整備

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B101 自ら入手可能な情報に基づく把握 B106

B105 エネルギー使用量の前年度比較 エネルギー等情報の対策への活用

過去のデータによる傾向の把握

B108

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

C101 空室・不在時等のこまめな消灯 C102 照明スイッチに点灯範囲を表示

C106 冷暖房温度を都の推奨値へ変更 C105

C114 事務用機器を省エネモードに設定 C115 事務用機器を業務終了時に停止

昼休み時の消灯の実施

C109 空室・不在時等の空調停止 C107 空調機スイッチに空調範囲を表示

C116 個人用端末の不用・離席時の停止

CA01 空室・不在時等のこまめな消灯

CA15

CA25

不要な機器の電源オフ

その他設備の不使用時の停止

セントラル空調のフィルター清掃

D104 空調フィルターの清掃・点検 D105 換気フィルターの清掃・点検
設備保守対策

D101 ランプ等の定期的な清掃・交換 D102

設備導入対策

E101 高効率照明ランプの採用（屋内） E104

E114 高効率パッケージの採用 E141

照明点灯範囲の細分化

太陽光発電設備の導入

E103 高効率照明器具の採用（屋内） E105 照明用人感センサの採用

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2023年度の状況）
①

kl

②

t

③

t

④

t

⑤

kg-CO2/m2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、
⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。

※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本産業規格A列4番）

0.00.0 9.76 0.0 0.4890

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 葛飾区文化会館（かつしかシンフォニーヒルズ）

事 業 所 番 号 A 0 8 0 36

事 業 所 等 の 所 在 地

4

所 有 形 態 ■ □

事業所等の延床面積

〒 1 2 －

2

2 区 市 町 村 名0

－ 0

0 東京都葛飾区

立石６－３３－１

1

1年未満

4

□■ 1年度分18,841.35 m2

■ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

□ □

□ ■

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
における細分類番号

9 5

報告範囲の主たる用
途

□

□

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 539

1 1 連鎖化事業区分 非該当
直営
店

□ 加盟店 ■□

二 酸 化 炭
素

排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 1,046

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排
水に伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

6

総　計（④=②+③） 1,052

二 酸 化 炭
素

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積
当たりの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

55.5

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（）

その他（）

103,885.4 45.00

□ L 0.0 36.70

4,674.8 0.0136 233.1

□ kg 0.0 50.80 0.0 0.0161 0.0

0.0 0.0185 0.0

□ 0.0

0.0 0.4890

0.0

0.4890 0.0
電
気

一般送配電事業
者

の電線路を介して
供給された電気

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97

813.7

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 1,664,081.2 9.76 16,241.4 0.4890

10,189.0 0.2660

20,916.3

10,189.0

2.7

4.1

kWh

m3

1,046.9

0.4000

6.8

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m3

証書による環境価値
の利用

再生可能エネルギー
の 利 用 状 況

■
再生可能エネルギー
発電設備の設置

□
再生可能エネルギー電
気の受入

□



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本産業規格A列4番）

取組内容や点検体制の定期的改善

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

組 織 体 制 の 整 備

A203 具体的な取組目標と内容の設定 A205

A204 取組状況の点検体制の構築 A208 組織横断的な推進体制の整備

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B101 自ら入手可能な情報に基づく把握 B106

B105 エネルギー使用量の前年度比較 エネルギー等情報の対策への活用

過去のデータによる傾向の把握

B108

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

C101 空室・不在時等のこまめな消灯 C115 事務用機器を業務終了時に停止

C106 冷暖房温度を都の推奨値へ変更 C116

C114 事務用機器を省エネモードに設定 CA05 温度計等による室温の把握と調整

個人用端末の不用・離席時の停止

C109 空室・不在時等の空調停止 CA01 空室・不在時等のこまめな消灯

CA15 不要な機器の電源オフ

CA25 その他設備の不使用時の停止

設備保守対策

D101 ランプ等の定期的な清掃・交換

設備導入対策

E101 高効率照明ランプの採用（屋内） E141 太陽光発電設備の導入

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2023年度の状況）
①

kl

②

t

③

t

④

t

⑤

kg-CO2/m2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、
⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。

※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本産業規格A列4番）

0.00.0 9.76 0.0 0.4890

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 亀有文化ホール

事 業 所 番 号 A 0 8 0 06

事 業 所 等 の 所 在 地

4

所 有 形 態 ■ □

事業所等の延床面積

〒 1 2 －

3

1 区 市 町 村 名0

－ 0

0 東京都葛飾区

亀有３－２６－１

6

1年未満

5

□■ 1年度分6,408.00 m2

■ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

□ □

□ ■

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
における細分類番号

9 5

報告範囲の主たる用
途

□

□

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 171

1 1 連鎖化事業区分 非該当
直営
店

□ 加盟店 ■□

二 酸 化 炭
素

排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 331

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排
水に伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

1

総　計（④=②+③） 332

二 酸 化 炭
素

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積
当たりの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

51.6

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（）

その他（）

40,889.5 45.00

□ L 0.0 36.70

1,840.0 0.0136 91.8

□ kg 0.0 50.80 0.0 0.0161 0.0

0.0 0.0185 0.0

□ 0.0

0.0 0.4890

0.0

0.4890 0.0
電
気

一般送配電事業
者

の電線路を介して
供給された電気

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97

240.0

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 490,813.0 9.76 4,790.3 0.4890

2,253.0 0.2660

6,630.4

2,253.0

0.6

0.9

kWh

m3

331.8

0.4000

1.5

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m3

証書による環境価値
の利用

再生可能エネルギー
の 利 用 状 況

□
再生可能エネルギー
発電設備の設置

□
再生可能エネルギー電
気の受入

□



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本産業規格A列4番）

取組内容や点検体制の定期的改善

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

組 織 体 制 の 整 備

A203 具体的な取組目標と内容の設定 A205

A204 取組状況の点検体制の構築 A208 組織横断的な推進体制の整備

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B101 自ら入手可能な情報に基づく把握 B103

B108

B105 エネルギー使用量の前年度比較 過去のデータによる傾向の把握

時間的に詳細に把握

B106

エネルギー等情報の対策への活用

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

C101 空室・不在時等のこまめな消灯 C108 温度計等による室温の把握と調整

C106 冷暖房温度を都の推奨値へ変更 C112

C114 事務用機器を省エネモードに設定 CA01 空室・不在時等のこまめな消灯

季節に応じた外気導入量の適正化

C109 空室・不在時等の空調停止 C115 事務用機器を業務終了時に停止

CA06 季節に応じた外気導入量の適正化

CA15 不要な機器の電源オフ

CA25 その他設備の不使用時の停止

設備保守対策

D101 ランプ等の定期的な清掃・交換

設備導入対策

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2023年度の状況）
①

kl

②

t

③

t

④

t

⑤

kg-CO2/m2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、
⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。

※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本産業規格A列4番）

0.00.0 9.76 0.0 0.4890

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 東四つ木工場ビル

事 業 所 番 号 A 0 8 0 16

事 業 所 等 の 所 在 地

4

所 有 形 態 ■ □

事業所等の延床面積

〒 1 2 －

9

4 区 市 町 村 名0

－ 0

0 東京都葛飾区

東四つ木１－２２－１

1

1年未満

4

□■ 1年度分3,970.96 m2

■ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

□ □

□ ■

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
における細分類番号

6 9

報告範囲の主たる用
途

□

□

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 95

1 1 連鎖化事業区分 非該当
直営
店

□ 加盟店 ■□

二 酸 化 炭
素

排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 185

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排
水に伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

0

総　計（④=②+③） 185

二 酸 化 炭
素

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積
当たりの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

46.5

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（）

その他（）

0.0 45.00

□ L 0.0 36.70

0.0 0.0136 0.0

□ kg 0.0 50.80 0.0 0.0161 0.0

0.0 0.0185 0.0

□ 0.0

0.0 0.4890

0.0

0.4890 0.0
電
気

一般送配電事業
者

の電線路を介して
供給された電気

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97

185.4

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 379,084.0 9.76 3,699.9 0.4890

1,066.0 0.2660

3,699.9

1,147.0

0.3

0.5

kWh

m3

185.4

0.4000

0.7

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m3

証書による環境価値
の利用

再生可能エネルギー
の 利 用 状 況

□
再生可能エネルギー
発電設備の設置

□
再生可能エネルギー電
気の受入

□



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本産業規格A列4番）

取組内容や点検体制の定期的改善

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

組 織 体 制 の 整 備

A203 具体的な取組目標と内容の設定 A205

A204 取組状況の点検体制の構築 A208 組織横断的な推進体制の整備

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B101 自ら入手可能な情報に基づく把握 B103

B108

B105 エネルギー使用量の前年度比較 過去のデータによる傾向の把握

時間的に詳細に把握

B106

エネルギー等情報の対策への活用

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

C101 空室・不在時等のこまめな消灯 C108 温度計等による室温の把握と調整

C106 冷暖房温度を都の推奨値へ変更 C112

C114 事務用機器を省エネモードに設定 CA01 空室・不在時等のこまめな消灯

季節に応じた外気導入量の適正化

C109 空室・不在時等の空調停止 C115 事務用機器を業務終了時に停止

CA06 季節に応じた外気導入量の適正化

CA15 不要な機器の電源オフ

CA25 その他設備の不使用時の停止

設備保守対策

D101 ランプ等の定期的な清掃・交換

設備導入対策

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2023年度の状況）
①

kl

②

t

③

t

④

t

⑤

kg-CO2/m2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、
⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。

※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本産業規格A列4番）

0.00.0 9.76 0.0 0.4890

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 観光文化センター（寅さん記念館）

事 業 所 番 号 A 0 8 0 16

事 業 所 等 の 所 在 地

4

所 有 形 態 ■ □

事業所等の延床面積

〒 1 2 －

0

2 区 市 町 村 名0

－ 0

0 東京都葛飾区

柴又６－２２－１９

5

1年未満

5

□■ 1年度分1,737.55 m2

■ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

□ □

□ ■

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
における細分類番号

9 5

報告範囲の主たる用
途

□

□

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 72

1 1 連鎖化事業区分 非該当
直営
店

□ 加盟店 ■□

二 酸 化 炭
素

排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 140

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排
水に伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

1

総　計（④=②+③） 141

二 酸 化 炭
素

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積
当たりの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

80.5

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（）

その他（）

13,477.1 45.00

□ L 0.0 36.70

606.5 0.0136 30.2

□ kg 0.0 50.80 0.0 0.0161 0.0

0.0 0.0185 0.0

□ 0.0

0.0 0.4890

0.0

0.4890 0.0
電
気

一般送配電事業
者

の電線路を介して
供給された電気

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97

110.3

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 225,618.0 9.76 2,202.0 0.4890

2,262.0 0.2660

2,808.5

2,262.0

0.6

0.9

kWh

m3

140.6

0.4000

1.5

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m3

証書による環境価値
の利用

再生可能エネルギー
の 利 用 状 況

■
再生可能エネルギー
発電設備の設置

□
再生可能エネルギー電
気の受入

□



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本産業規格A列4番）

取組内容や点検体制の定期的改善

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

組 織 体 制 の 整 備

A203 具体的な取組目標と内容の設定 A205

A204 取組状況の点検体制の構築 A208 組織横断的な推進体制の整備

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B101 自ら入手可能な情報に基づく把握 B103

B108

B105 エネルギー使用量の前年度比較 過去のデータによる傾向の把握

時間的に詳細に把握

B106

エネルギー等情報の対策への活用

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

C101 空室・不在時等のこまめな消灯 C108 温度計等による室温の把握と調整

C106 冷暖房温度を都の推奨値へ変更 C112

C114 事務用機器を省エネモードに設定 CA01 空室・不在時等のこまめな消灯

季節に応じた外気導入量の適正化

C109 空室・不在時等の空調停止 C115 事務用機器を業務終了時に停止

CA06 季節に応じた外気導入量の適正化

CA15 不要な機器の電源オフ

CA25 その他設備の不使用時の停止

設備保守対策

D101 ランプ等の定期的な清掃・交換

設備導入対策

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2023年度の状況）
①

kl

②

t

③

t

④

t

⑤

kg-CO2/m2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、
⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。

※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本産業規格A列4番）

0.00.0 9.76 0.0 0.4890

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 清掃事務所新宿分室

事 業 所 番 号 A 0 8 0 16

事 業 所 等 の 所 在 地

4

所 有 形 態 ■ □

事業所等の延床面積

〒 1 2 －

1

1 区 市 町 村 名0

－ 0

0 東京都葛飾区

新宿３－１７－５

5

1年未満

5

□■ 1年度分1,405.52 m2

■ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

□ □

□ ■

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
における細分類番号

8 8

報告範囲の主たる用
途

□

□

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 52

1 7 連鎖化事業区分 非該当
直営
店

□ 加盟店 ■□

二 酸 化 炭
素

排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 101

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排
水に伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

5

総　計（④=②+③） 106

二 酸 化 炭
素

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積
当たりの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

71.8

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（）

その他（）

15,338.9 45.00

□ L 0.0 36.70

690.2 0.0136 34.4

□ kg 0.0 50.80 0.0 0.0161 0.0

0.0 0.0185 0.0

□ 0.0

0.0 0.4890

0.0

0.4890 0.0
電
気

一般送配電事業
者

の電線路を介して
供給された電気

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97

67.4

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 137,819.0 9.76 1,345.1 0.4890

8,810.0 0.2660

2,035.4

8,810.0

2.3

3.5

kWh

m3

101.8

0.4000

5.9

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m3

証書による環境価値
の利用

再生可能エネルギー
の 利 用 状 況

□
再生可能エネルギー
発電設備の設置

□
再生可能エネルギー電
気の受入

□



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本産業規格A列4番）

取組内容や点検体制の定期的改善

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

組 織 体 制 の 整 備

A203 具体的な取組目標と内容の設定 A205

A204 取組状況の点検体制の構築 A208 組織横断的な推進体制の整備

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B101 自ら入手可能な情報に基づく把握 B103

B108

B105 エネルギー使用量の前年度比較 過去のデータによる傾向の把握

時間的に詳細に把握

B106

エネルギー等情報の対策への活用

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

C101 空室・不在時等のこまめな消灯 C108 温度計等による室温の把握と調整

C106 冷暖房温度を都の推奨値へ変更 C112

C114 事務用機器を省エネモードに設定 CA01 空室・不在時等のこまめな消灯

季節に応じた外気導入量の適正化

C109 空室・不在時等の空調停止 C115 事務用機器を業務終了時に停止

CA06 季節に応じた外気導入量の適正化

CA15 不要な機器の電源オフ

CA25 その他設備の不使用時の停止

設備保守対策

D101 ランプ等の定期的な清掃・交換

設備導入対策

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2023年度の状況）
①

kl

②

t

③

t

④

t

⑤

kg-CO2/m2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、
⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。

※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本産業規格A列4番）

0.00.0 9.76 0.0 0.4890

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 シニア活動支援センター

事 業 所 番 号 A 0 8 0 36

事 業 所 等 の 所 在 地

4

所 有 形 態 ■ □

事業所等の延床面積

〒 1 2 －

3

2 区 市 町 村 名0

－ 0

0 東京都葛飾区

立石６－３８－１１

1

1年未満

4

□■ 1年度分2,248.00 m2

■ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

□ □

□ ■

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
における細分類番号

8 5

報告範囲の主たる用
途

□

□

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 42

4 9 連鎖化事業区分 非該当
直営
店

□ 加盟店 ■□

二 酸 化 炭
素

排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 82

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排
水に伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

1

総　計（④=②+③） 83

二 酸 化 炭
素

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積
当たりの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

36.4

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（）

その他（）

3,233.5 45.00

□ L 0.0 36.70

145.5 0.0136 7.3

□ kg 0.0 50.80 0.0 0.0161 0.0

0.0 0.0185 0.0

□ 0.0

0.0 0.4890

0.0

0.4890 0.0
電
気

一般送配電事業
者

の電線路を介して
供給された電気

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97

75.0

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 153,405.0 9.76 1,497.2 0.4890

2,925.0 0.2660

1,642.7

2,925.0

0.8

1.2

kWh

m3

82.3

0.4000

1.9

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m3

証書による環境価値
の利用

再生可能エネルギー
の 利 用 状 況

■
再生可能エネルギー
発電設備の設置

□
再生可能エネルギー電
気の受入

□



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本産業規格A列4番）

取組内容や点検体制の定期的改善

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

組 織 体 制 の 整 備

A203 具体的な取組目標と内容の設定 A205

A204 取組状況の点検体制の構築 A208 組織横断的な推進体制の整備

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B101 自ら入手可能な情報に基づく把握 B106

B105 エネルギー使用量の前年度比較 エネルギー等情報の対策への活用

過去のデータによる傾向の把握

B108

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

C101 空室・不在時等のこまめな消灯 C115 事務用機器を業務終了時に停止

C106 冷暖房温度を都の推奨値へ変更 C116

C114 事務用機器を省エネモードに設定 CA05 温度計等による室温の把握と調整

個人用端末の不用・離席時の停止

C109 空室・不在時等の空調停止 CA01 空室・不在時等のこまめな消灯

CA15 不要な機器の電源オフ

CA25 その他設備の不使用時の停止

設備保守対策

D101 ランプ等の定期的な清掃・交換

設備導入対策

E101 高効率照明ランプの採用（屋内） E141 太陽光発電設備の導入

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2023年度の状況）
①

kl

②

t

③

t

④

t

⑤

kg-CO2/m2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、
⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。

※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本産業規格A列4番）

0.00.0 9.76 0.0 0.4890

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 地域福祉・障害者センター

事 業 所 番 号 A 0 8 0 26

事 業 所 等 の 所 在 地

4

所 有 形 態 ■ □

事業所等の延床面積

〒 1 2 －

8

6 区 市 町 村 名0

－ 0

0 東京都葛飾区

堀切３－３４－１

0

1年未満

4

□■ 1年度分4,397.30 m2

■ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

□ □

□ ■

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
における細分類番号

8 5

報告範囲の主たる用
途

□

□

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 117

5 9 連鎖化事業区分 非該当
直営
店

□ 加盟店 ■□

二 酸 化 炭
素

排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 227

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排
水に伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

6

総　計（④=②+③） 233

二 酸 化 炭
素

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積
当たりの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

51.6

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（）

その他（）

46,859.6 45.00

□ L 0.0 36.70

2,108.7 0.0136 105.2

□ kg 0.0 50.80 0.0 0.0161 0.0

0.0 0.0185 0.0

□ 0.0

0.0 0.4890

0.0

0.4890 0.0
電
気

一般送配電事業
者

の電線路を介して
供給された電気

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97

121.9

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 249,359.9 9.76 2,433.8 0.4890

9,502.0 0.2660

4,542.4

9,502.0

2.5

3.8

kWh

m3

227.1

0.4000

6.3

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m3

証書による環境価値
の利用

再生可能エネルギー
の 利 用 状 況

□
再生可能エネルギー
発電設備の設置

□
再生可能エネルギー電
気の受入

□



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本産業規格A列4番）

取組内容や点検体制の定期的改善

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

組 織 体 制 の 整 備

A203 具体的な取組目標と内容の設定 A205

A204 取組状況の点検体制の構築 A208 組織横断的な推進体制の整備

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B101 自ら入手可能な情報に基づく把握 B103

B108

B105 エネルギー使用量の前年度比較 過去のデータによる傾向の把握

時間的に詳細に把握

B106

エネルギー等情報の対策への活用

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

C101 空室・不在時等のこまめな消灯 C108 温度計等による室温の把握と調整

C106 冷暖房温度を都の推奨値へ変更 C112

C114 事務用機器を省エネモードに設定 CA01 空室・不在時等のこまめな消灯

季節に応じた外気導入量の適正化

C109 空室・不在時等の空調停止 C115 事務用機器を業務終了時に停止

CA06 季節に応じた外気導入量の適正化

CA15 不要な機器の電源オフ

CA25 その他設備の不使用時の停止

設備保守対策

D101 ランプ等の定期的な清掃・交換

設備導入対策

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2023年度の状況）
①

kl

②

t

③

t

④

t

⑤

kg-CO2/m2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、
⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。

※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本産業規格A列4番）

0.00.0 9.76 0.0 0.4890

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 健康プラザかつしか

事 業 所 番 号 A 0 8 0 46

事 業 所 等 の 所 在 地

4

所 有 形 態 ■ □

事業所等の延床面積

〒 1 2 －

1

2 区 市 町 村 名0

－ 0

0 東京都葛飾区

青戸４－１５

6

1年未満

5

□■ 1年度分2,999.00 m2

■ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

□ □

□ ■

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
における細分類番号

8 4

報告範囲の主たる用
途

□

□

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 142

1 1 連鎖化事業区分 非該当
直営
店

□ 加盟店 ■□

二 酸 化 炭
素

排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 275

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排
水に伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

2

総　計（④=②+③） 277

二 酸 化 炭
素

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積
当たりの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

91.6

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（）

その他（）

44,469.0 45.00

□ L 0.0 36.70

2,001.1 0.0136 99.8

□ kg 0.0 50.80 0.0 0.0161 0.0

0.0 0.0185 0.0

□ 0.0

0.0 0.4890

0.0

0.4890 0.0
電
気

一般送配電事業
者

の電線路を介して
供給された電気

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97

175.6

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 359,129.0 9.76 3,505.1 0.4890

2,214.0 0.2660

5,506.2

3,966.0

0.6

1.6

kWh

m3

275.4

0.4000

2.2

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m3

証書による環境価値
の利用

再生可能エネルギー
の 利 用 状 況

■
再生可能エネルギー
発電設備の設置

□
再生可能エネルギー電
気の受入

□



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本産業規格A列4番）

取組内容や点検体制の定期的改善

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

組 織 体 制 の 整 備

A203 具体的な取組目標と内容の設定 A205

A204 取組状況の点検体制の構築 A208 組織横断的な推進体制の整備

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B101 自ら入手可能な情報に基づく把握 B106

B105 エネルギー使用量の前年度比較 エネルギー等情報の対策への活用

過去のデータによる傾向の把握

B108

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

C101 空室・不在時等のこまめな消灯 C115 事務用機器を業務終了時に停止

C106 冷暖房温度を都の推奨値へ変更 C116

C114 事務用機器を省エネモードに設定 CA05 温度計等による室温の把握と調整

個人用端末の不用・離席時の停止

C109 空室・不在時等の空調停止 CA01 空室・不在時等のこまめな消灯

CA15 不要な機器の電源オフ

CA25 その他設備の不使用時の停止

設備保守対策

D101 ランプ等の定期的な清掃・交換

設備導入対策

E101 高効率照明ランプの採用（屋内） E105 照明用人感センサの採用

E141 太陽光発電設備の導入

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2023年度の状況）
①

kl

②

t

③

t

④

t

⑤

kg-CO2/m2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、
⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。

※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本産業規格A列4番）

0.00.0 9.76 0.0 0.4890

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 水元水質浄化センター

事 業 所 番 号 A 0 8 0 16

事 業 所 等 の 所 在 地

4

所 有 形 態 ■ □

事業所等の延床面積

〒 1 2 －

2

4 区 市 町 村 名0

－ 0

0 東京都葛飾区

水元公園８－３

3

1年未満

5

□■ 1年度分1,841.59 m2

■ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

□ □

□ ■

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
における細分類番号

0 6

報告範囲の主たる用
途

□

□

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 81

2 1 連鎖化事業区分 非該当
直営
店

□ 加盟店 ■□

二 酸 化 炭
素

排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 159

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排
水に伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

0

総　計（④=②+③） 159

二 酸 化 炭
素

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積
当たりの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

86.3

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（）

その他（）

0.0 45.00

□ L 0.0 36.70

0.0 0.0136 0.0

□ kg 0.0 50.80 0.0 0.0161 0.0

0.0 0.0185 0.0

□ 0.0

0.0 0.4890

0.0

0.4890 0.0
電
気

一般送配電事業
者

の電線路を介して
供給された電気

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97

159.1

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 325,267.0 9.76 3,174.6 0.4890

634.0 0.2660

3,174.6

634.0

0.2

0.3

kWh

m3

159.1

0.4000

0.4

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m3

証書による環境価値
の利用

再生可能エネルギー
の 利 用 状 況

□
再生可能エネルギー
発電設備の設置

□
再生可能エネルギー電
気の受入

□



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本産業規格A列4番）

排出状況の整理・分析・提供

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

組 織 体 制 の 整 備

A203 具体的な取組目標と内容の設定 A207

A204 取組状況の点検体制の構築 A208 組織横断的な推進体制の整備

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B101 自ら入手可能な情報に基づく把握 B106

B105 エネルギー使用量の前年度比較 エネルギー等情報の対策への活用

過去のデータによる傾向の把握

B108

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

C101 空室・不在時等のこまめな消灯 C115 事務用機器を業務終了時に停止

C106 冷暖房温度を都の推奨値へ変更 C116

C114 事務用機器を省エネモードに設定 CA01 空室・不在時等のこまめな消灯

個人用端末の不用・離席時の停止

C109 空室・不在時等の空調停止 C129 季節に応じた温度設定の見直し

CA25 その他設備の不使用時の停止

D104 空調フィルターの清掃・点検
設備保守対策

D101 ランプ等の定期的な清掃・交換

設備導入対策

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2023年度の状況）
①

kl

②

t

③

t

④

t

⑤

kg-CO2/m2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、
⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。

※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本産業規格A列4番）

0.00.0 9.76 0.0 0.4890

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 亀有南駐車場

事 業 所 番 号 A 0 8 0 06

事 業 所 等 の 所 在 地

4

所 有 形 態 ■ □

事業所等の延床面積

〒 1 2 －

1

1 区 市 町 村 名0

－ 0

0 東京都葛飾区

亀有３－２６－３

6

1年未満

5

□■ 1年度分11,766.00 m2

■ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

□ □

□ ■

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
における細分類番号

6 9

報告範囲の主たる用
途

□

□

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 136

3 1 連鎖化事業区分 非該当
直営
店

□ 加盟店 ■□

二 酸 化 炭
素

排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 265

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排
水に伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

0

総　計（④=②+③） 265

二 酸 化 炭
素

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積
当たりの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

22.5

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（）

その他（）

0.0 45.00

□ L 0.0 36.70

0.0 0.0136 0.0

□ kg 0.0 50.80 0.0 0.0161 0.0

0.0 0.0185 0.0

□ 0.0

0.0 0.4890

0.0

0.4890 0.0
電
気

一般送配電事業
者

の電線路を介して
供給された電気

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97

265.8

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 543,581.1 9.76 5,305.4 0.4890

467.8 0.2660

5,305.4

467.8

0.1

0.2

kWh

m3

265.8

0.4000

0.3

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m3

証書による環境価値
の利用

再生可能エネルギー
の 利 用 状 況

□
再生可能エネルギー
発電設備の設置

□
再生可能エネルギー電
気の受入

□



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本産業規格A列4番）

取組内容や点検体制の定期的改善

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

組 織 体 制 の 整 備

A203 具体的な取組目標と内容の設定 A205

A204 取組状況の点検体制の構築 A208 組織横断的な推進体制の整備

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B101 自ら入手可能な情報に基づく把握 B103

B108

B105 エネルギー使用量の前年度比較 過去のデータによる傾向の把握

時間的に詳細に把握

B106

エネルギー等情報の対策への活用

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

C101 空室・不在時等のこまめな消灯 C108 温度計等による室温の把握と調整

C106 冷暖房温度を都の推奨値へ変更 C112

C114 事務用機器を省エネモードに設定 CA01 空室・不在時等のこまめな消灯

季節に応じた外気導入量の適正化

C109 空室・不在時等の空調停止 C115 事務用機器を業務終了時に停止

CA06 季節に応じた外気導入量の適正化

CA15 不要な機器の電源オフ

CA25 その他設備の不使用時の停止

設備保守対策

D101 ランプ等の定期的な清掃・交換

設備導入対策

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2023年度の状況）
①

kl

②

t

③

t

④

t

⑤

kg-CO2/m2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、
⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。

※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本産業規格A列4番）

0.00.0 9.76 0.0 0.4890

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 金町南駐車場

事 業 所 番 号 A 0 8 0 46

事 業 所 等 の 所 在 地

4

所 有 形 態 ■ □

事業所等の延床面積

〒 1 2 －

0

2 区 市 町 村 名0

－ 0

0 東京都葛飾区

金町６－２－１

4

1年未満

5

□■ 1年度分7,623.00 m2

■ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

□ □

□ ■

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
における細分類番号

6 9

報告範囲の主たる用
途

□

□

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 34

3 1 連鎖化事業区分 非該当
直営
店

□ 加盟店 ■□

二 酸 化 炭
素

排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 66

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排
水に伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

0

総　計（④=②+③） 66

二 酸 化 炭
素

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積
当たりの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

8.6

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（）

その他（）

0.0 45.00

□ L 0.0 36.70

0.0 0.0136 0.0

□ kg 0.0 50.80 0.0 0.0161 0.0

0.0 0.0185 0.0

□ 0.0

0.0 0.4890

0.0

0.4890 0.0
電
気

一般送配電事業
者

の電線路を介して
供給された電気

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97

66.4

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 135,728.0 9.76 1,324.7 0.4890

121.0 0.2660

1,324.7

121.0

0.0

0.0

kWh

m3

66.4

0.4000

0.1

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m3

証書による環境価値
の利用

再生可能エネルギー
の 利 用 状 況

□
再生可能エネルギー
発電設備の設置

□
再生可能エネルギー電
気の受入

□



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本産業規格A列4番）

取組内容や点検体制の定期的改善

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

組 織 体 制 の 整 備

A203 具体的な取組目標と内容の設定 A205

A204 取組状況の点検体制の構築 A208 組織横断的な推進体制の整備

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B101 自ら入手可能な情報に基づく把握 B106

B105 エネルギー使用量の前年度比較 エネルギー等情報の対策への活用

過去のデータによる傾向の把握

B108

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

C101 空室・不在時等のこまめな消灯 C116 個人用端末の不用・離席時の停止

C106 冷暖房温度を都の推奨値へ変更 C120

C114 事務用機器を省エネモードに設定 CA01 空室・不在時等のこまめな消灯

外灯等の点灯時間の季節別管理

C109 空室・不在時等の空調停止 C121 屋内駐車場換気の不要時間の停止

CA06 季節に応じた外気導入量の適正化

CA15 不要な機器の電源オフ

CA25 その他設備の不使用時の停止

D104 空調フィルターの清掃・点検
設備保守対策

D101 ランプ等の定期的な清掃・交換

設備導入対策

E104

E124

照明点灯範囲の細分化

更新に合わせた高効率機器の採用

E141 太陽光発電設備の導入

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2023年度の状況）
①

kl

②

t

③

t

④

t

⑤

kg-CO2/m2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、
⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。

※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本産業規格A列4番）

0.00.0 9.76 0.0 0.4890

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 堀切地区センター

事 業 所 番 号 A 0 8 0 46

事 業 所 等 の 所 在 地

4

所 有 形 態 ■ □

事業所等の延床面積

〒 1 2 －

6

6 区 市 町 村 名0

－ 0

0 東京都葛飾区

堀切３－８－５

0

1年未満

4

□■ 1年度分1,821.53 m2

■ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

□ □

□ ■

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
における細分類番号

8 2

報告範囲の主たる用
途

□

□

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 33

1 1 連鎖化事業区分 非該当
直営
店

□ 加盟店 ■□

二 酸 化 炭
素

排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 65

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排
水に伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

0

総　計（④=②+③） 65

二 酸 化 炭
素

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積
当たりの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

35.6

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（）

その他（）

14.5 45.00

□ L 0.0 36.70

0.7 0.0136 0.0

□ kg 0.0 50.80 0.0 0.0161 0.0

0.0 0.0185 0.0

□ 0.0

0.0 0.4890

0.0

0.4890 0.0
電
気

一般送配電事業
者

の電線路を介して
供給された電気

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97

65.4

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 133,742.0 9.76 1,305.3 0.4890

750.0 0.2660

1,306.0

750.0

0.2

0.3

kWh

m3

65.4

0.4000

0.5

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m3

証書による環境価値
の利用

再生可能エネルギー
の 利 用 状 況

■
再生可能エネルギー
発電設備の設置

□
再生可能エネルギー電
気の受入

□



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本産業規格A列4番）

取組内容や点検体制の定期的改善

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

組 織 体 制 の 整 備

A203 具体的な取組目標と内容の設定 A205

A204 取組状況の点検体制の構築 A208 組織横断的な推進体制の整備

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B101 自ら入手可能な情報に基づく把握 B103

B108

B105 エネルギー使用量の前年度比較 過去のデータによる傾向の把握

時間的に詳細に把握

B106

エネルギー等情報の対策への活用

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

C101 空室・不在時等のこまめな消灯 C108 温度計等による室温の把握と調整

C106 冷暖房温度を都の推奨値へ変更 C112

C114 事務用機器を省エネモードに設定 CA01 空室・不在時等のこまめな消灯

季節に応じた外気導入量の適正化

C109 空室・不在時等の空調停止 C115 事務用機器を業務終了時に停止

CA06 季節に応じた外気導入量の適正化

CA15 不要な機器の電源オフ

CA25 その他設備の不使用時の停止

設備保守対策

D101 ランプ等の定期的な清掃・交換

設備導入対策

E141 太陽光発電設備の導入

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2023年度の状況）
①

kl

②

t

③

t

④

t

⑤

kg-CO2/m2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、
⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。

※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本産業規格A列4番）

0.00.0 9.76 0.0 0.4890

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 亀有学び交流館

事 業 所 番 号 A 0 8 0 06

事 業 所 等 の 所 在 地

4

所 有 形 態 ■ □

事業所等の延床面積

〒 1 2 －

2

3 区 市 町 村 名0

－ 0

0 東京都葛飾区

お花茶屋３－５－６

0

1年未満

4

□■ 1年度分1,830.11 m2

■ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

□ □

□ ■

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
における細分類番号

8 2

報告範囲の主たる用
途

□

□

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 36

1 1 連鎖化事業区分 非該当
直営
店

□ 加盟店 ■□

二 酸 化 炭
素

排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 69

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排
水に伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

0

総　計（④=②+③） 69

二 酸 化 炭
素

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積
当たりの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

37.7

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（）

その他（）

16,972.5 45.00

□ L 0.0 36.70

763.8 0.0136 38.1

□ kg 0.0 50.80 0.0 0.0161 0.0

0.0 0.0185 0.0

□ 0.0

0.0 0.4890

0.0

0.4890 0.0
電
気

一般送配電事業
者

の電線路を介して
供給された電気

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97

31.7

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 64,769.0 9.76 632.1 0.4890

613.0 0.2660

1,395.9

613.0

0.2

0.2

kWh

m3

69.8

0.4000

0.4

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m3

証書による環境価値
の利用

再生可能エネルギー
の 利 用 状 況

□
再生可能エネルギー
発電設備の設置

□
再生可能エネルギー電
気の受入

□



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本産業規格A列4番）

取組内容や点検体制の定期的改善

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

組 織 体 制 の 整 備

A203 具体的な取組目標と内容の設定 A205

A204 取組状況の点検体制の構築 A208 組織横断的な推進体制の整備

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B101 自ら入手可能な情報に基づく把握 B103

B108

B105 エネルギー使用量の前年度比較 過去のデータによる傾向の把握

時間的に詳細に把握

B106

エネルギー等情報の対策への活用

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

C101 空室・不在時等のこまめな消灯 C108 温度計等による室温の把握と調整

C106 冷暖房温度を都の推奨値へ変更 C112

C114 事務用機器を省エネモードに設定 CA01 空室・不在時等のこまめな消灯

季節に応じた外気導入量の適正化

C109 空室・不在時等の空調停止 C115 事務用機器を業務終了時に停止

CA06 季節に応じた外気導入量の適正化

CA15 不要な機器の電源オフ

CA25 その他設備の不使用時の停止

設備保守対策

D101 ランプ等の定期的な清掃・交換

設備導入対策

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2023年度の状況）
①

kl

②

t

③

t

④

t

⑤

kg-CO2/m2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、
⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。

※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本産業規格A列4番）

0.00.0 9.76 0.0 0.4890

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 金町保健センター

事 業 所 番 号 A 0 8 0 06

事 業 所 等 の 所 在 地

4

所 有 形 態 ■ □

事業所等の延床面積

〒 1 2 －

5

2 区 市 町 村 名0

－ 0

0 東京都葛飾区

金町４－１８－１９

4

1年未満

5

□■ 1年度分2,325.68 m2

■ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

□ □

□ ■

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
における細分類番号

8 4

報告範囲の主たる用
途

□

□

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 33

1 1 連鎖化事業区分 非該当
直営
店

□ 加盟店 ■□

二 酸 化 炭
素

排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 65

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排
水に伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

0

総　計（④=②+③） 65

二 酸 化 炭
素

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積
当たりの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

27.9

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（）

その他（）

12,932.9 45.00

□ L 0.0 36.70

582.0 0.0136 29.0

□ kg 0.0 50.80 0.0 0.0161 0.0

0.0 0.0185 0.0

□ 0.0

0.0 0.4890

0.0

0.4890 0.0
電
気

一般送配電事業
者

の電線路を介して
供給された電気

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97

36.4

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 74,396.0 9.76 726.1 0.4890

459.0 0.2660

1,308.1

459.0

0.1

0.2

kWh

m3

65.4

0.4000

0.3

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m3

証書による環境価値
の利用

再生可能エネルギー
の 利 用 状 況

□
再生可能エネルギー
発電設備の設置

□
再生可能エネルギー電
気の受入

□



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本産業規格A列4番）

取組内容や点検体制の定期的改善

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

組 織 体 制 の 整 備

A203 具体的な取組目標と内容の設定 A205

A204 取組状況の点検体制の構築 A208 組織横断的な推進体制の整備

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B101 自ら入手可能な情報に基づく把握 B103

B108

B105 エネルギー使用量の前年度比較 過去のデータによる傾向の把握

時間的に詳細に把握

B106

エネルギー等情報の対策への活用

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

C101 空室・不在時等のこまめな消灯 C108 温度計等による室温の把握と調整

C106 冷暖房温度を都の推奨値へ変更 C112

C114 事務用機器を省エネモードに設定 CA01 空室・不在時等のこまめな消灯

季節に応じた外気導入量の適正化

C109 空室・不在時等の空調停止 C115 事務用機器を業務終了時に停止

CA06 季節に応じた外気導入量の適正化

CA15 不要な機器の電源オフ

CA25 その他設備の不使用時の停止

設備保守対策

D101 ランプ等の定期的な清掃・交換

設備導入対策

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2023年度の状況）
①

kl

②

t

③

t

④

t

⑤

kg-CO2/m2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、
⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。

※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本産業規格A列4番）

0.00.0 9.76 0.0 0.4890

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 子ども未来プラザ鎌倉

事 業 所 番 号 A 0 8 0 56

事 業 所 等 の 所 在 地

4

所 有 形 態 ■ □

事業所等の延床面積

〒 1 2 －

8

3 区 市 町 村 名0

－ 0

0 東京都葛飾区

鎌倉１－７－３

5

1年未満

5

□■ 1年度分636.42 m2

■ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

□ □

□ ■

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
における細分類番号

8 5

報告範囲の主たる用
途

□

□

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 35

3 1 連鎖化事業区分 非該当
直営
店

□ 加盟店 ■□

二 酸 化 炭
素

排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 69

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排
水に伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

1

総　計（④=②+③） 70

二 酸 化 炭
素

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積
当たりの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

108.4

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（）

その他（）

1,900.4 45.00

□ L 0.0 36.70

85.5 0.0136 4.3

□ kg 0.0 50.80 0.0 0.0161 0.0

0.0 0.0185 0.0

□ 0.0

0.0 0.4890

0.0

0.4890 0.0
電
気

一般送配電事業
者

の電線路を介して
供給された電気

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97

65.4

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 133,691.0 9.76 1,304.8 0.4890

2,725.0 0.2660

1,390.3

2,725.0

0.7

1.1

kWh

m3

69.6

0.4000

1.8

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m3

証書による環境価値
の利用

再生可能エネルギー
の 利 用 状 況

■
再生可能エネルギー
発電設備の設置

□
再生可能エネルギー電
気の受入

□



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本産業規格A列4番）

取組内容や点検体制の定期的改善

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

組 織 体 制 の 整 備

A203 具体的な取組目標と内容の設定 A205

A204 取組状況の点検体制の構築 A208 組織横断的な推進体制の整備

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B101 自ら入手可能な情報に基づく把握 B106

B105 エネルギー使用量の前年度比較

過去のデータによる傾向の把握

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

C101 空室・不在時等のこまめな消灯 C108 温度計等による室温の把握と調整

C106 冷暖房温度を都の推奨値へ変更 C115

C114 事務用機器を省エネモードに設定 CA01 空室・不在時等のこまめな消灯

事務用機器を業務終了時に停止

C109 空室・不在時等の空調停止 C116 個人用端末の不用・離席時の停止

CA05 温度計等による室温の把握と調整

CA15 不要な機器の電源オフ

CA25 その他設備の不使用時の停止

設備保守対策

D101 ランプ等の定期的な清掃・交換

設備導入対策

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2023年度の状況）
①

kl

②

t

③

t

④

t

⑤

kg-CO2/m2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、
⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。

※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本産業規格A列4番）

0.00.0 9.76 0.0 0.4890

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 東四つ木地区センター

事 業 所 番 号 A 0 8 0 56

事 業 所 等 の 所 在 地

4

所 有 形 態 ■ □

事業所等の延床面積

〒 1 2 －

5

4 区 市 町 村 名0

－ 0

0 東京都葛飾区

東四つ木１－２０－４

1

1年未満

4

□■ 1年度分1,641.00 m2

■ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

□ □

□ ■

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
における細分類番号

8 2

報告範囲の主たる用
途

□

□

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 32

1 1 連鎖化事業区分 非該当
直営
店

□ 加盟店 ■□

二 酸 化 炭
素

排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 63

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排
水に伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

0

総　計（④=②+③） 63

二 酸 化 炭
素

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積
当たりの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

38.3

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（）

その他（）

175.9 45.00

□ L 0.0 36.70

7.9 0.0136 0.4

□ kg 0.0 50.80 0.0 0.0161 0.0

0.0 0.0185 0.0

□ 0.0

0.0 0.4890

0.0

0.4890 0.0
電
気

一般送配電事業
者

の電線路を介して
供給された電気

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97

62.7

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 128,175.0 9.76 1,251.0 0.4890

603.0 0.2660

1,258.9

718.0

0.2

0.3

kWh

m3

63.1

0.4000

0.4

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m3

証書による環境価値
の利用

再生可能エネルギー
の 利 用 状 況

□
再生可能エネルギー
発電設備の設置

□
再生可能エネルギー電
気の受入

□



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本産業規格A列4番）

取組内容や点検体制の定期的改善

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

組 織 体 制 の 整 備

A203 具体的な取組目標と内容の設定 A205

A204 取組状況の点検体制の構築 A208 組織横断的な推進体制の整備

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B101 自ら入手可能な情報に基づく把握 B103

B105 エネルギー使用量の前年度比較 過去のデータによる傾向の把握

時間的に詳細に把握

B106

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

C101 空室・不在時等のこまめな消灯 C108 温度計等による室温の把握と調整

C106 冷暖房温度を都の推奨値へ変更 C112

C114 事務用機器を省エネモードに設定 CA01 空室・不在時等のこまめな消灯

季節に応じた外気導入量の適正化

C109 空室・不在時等の空調停止 C115 事務用機器を業務終了時に停止

CA06 季節に応じた外気導入量の適正化

CA15 不要な機器の電源オフ

CA25 その他設備の不使用時の停止

設備保守対策

D101 ランプ等の定期的な清掃・交換

設備導入対策

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2023年度の状況）
①

kl

②

t

③

t

④

t

⑤

kg-CO2/m2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、
⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。

※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本産業規格A列4番）

0.00.0 9.76 0.0 0.4890

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 高砂地区センター

事 業 所 番 号 A 0 8 0 06

事 業 所 等 の 所 在 地

4

所 有 形 態 ■ □

事業所等の延床面積

〒 1 2 －

8

4 区 市 町 村 名0

－ 0

0 東京都葛飾区

高砂３－１－３９

5

1年未満

5

□■ 1年度分2,604.00 m2

■ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

□ □

□ ■

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
における細分類番号

8 2

報告範囲の主たる用
途

□

□

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 36

1 1 連鎖化事業区分 非該当
直営
店

□ 加盟店 ■□

二 酸 化 炭
素

排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 70

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排
水に伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

0

総　計（④=②+③） 70

二 酸 化 炭
素

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積
当たりの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

26.8

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（）

その他（）

15,092.4 45.00

□ L 0.0 36.70

679.2 0.0136 33.9

□ kg 0.0 50.80 0.0 0.0161 0.0

0.0 0.0185 0.0

□ 0.0

0.0 0.4890

0.0

0.4890 0.0
電
気

一般送配電事業
者

の電線路を介して
供給された電気

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97

36.6

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 74,844.0 9.76 730.5 0.4890

779.0 0.2660

1,409.6

779.0

0.2

0.3

kWh

m3

70.5

0.4000

0.5

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m3

証書による環境価値
の利用

再生可能エネルギー
の 利 用 状 況

□
再生可能エネルギー
発電設備の設置

□
再生可能エネルギー電
気の受入

□



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本産業規格A列4番）

取組内容や点検体制の定期的改善

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

組 織 体 制 の 整 備

A203 具体的な取組目標と内容の設定 A205

A204 取組状況の点検体制の構築 A208 組織横断的な推進体制の整備

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B101 自ら入手可能な情報に基づく把握 B103

B108

B105 エネルギー使用量の前年度比較 過去のデータによる傾向の把握

時間的に詳細に把握

B106

エネルギー等情報の対策への活用

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

C101 空室・不在時等のこまめな消灯 C108 温度計等による室温の把握と調整

C106 冷暖房温度を都の推奨値へ変更 C112

C114 事務用機器を省エネモードに設定 CA06 季節に応じた外気導入量の適正化

季節に応じた外気導入量の適正化

C109 空室・不在時等の空調停止 CA01 空室・不在時等のこまめな消灯

CA15 不要な機器の電源オフ

CA25 その他設備の不使用時の停止

設備保守対策

D101 ランプ等の定期的な清掃・交換

設備導入対策

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2023年度の状況）
①

kl

②

t

③

t

④

t

⑤

kg-CO2/m2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、
⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。

※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本産業規格A列4番）

0.00.0 9.76 0.0 0.4890

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 新小岩地域活動センター

事 業 所 番 号 A 0 8 0 66

事 業 所 等 の 所 在 地

4

所 有 形 態 ■ □

事業所等の延床面積

〒 1 2 －

1

5 区 市 町 村 名0

－ 0

0 東京都葛飾区

西新小岩４－３３－２

2

1年未満

4

□■ 1年度分3,256.00 m2

■ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

□ □

□ ■

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
における細分類番号

9 8

報告範囲の主たる用
途

□

□

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 180

2 1 連鎖化事業区分 非該当
直営
店

□ 加盟店 ■□

二 酸 化 炭
素

排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 350

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排
水に伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

3

総　計（④=②+③） 353

二 酸 化 炭
素

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積
当たりの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

107.4

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（）

その他（）

60,367.6 45.00

□ L 0.0 36.70

2,716.5 0.0136 135.5

□ kg 0.0 50.80 0.0 0.0161 0.0

0.0 0.0185 0.0

□ 0.0

0.0 0.4890

0.0

0.4890 0.0
電
気

一般送配電事業
者

の電線路を介して
供給された電気

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97

215.1

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 439,979.0 9.76 4,294.2 0.4890

4,521.0 0.2660

7,010.7

4,983.0

1.2

2.0

kWh

m3

350.6

0.4000

3.2

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m3

証書による環境価値
の利用

再生可能エネルギー
の 利 用 状 況

■
再生可能エネルギー
発電設備の設置

□
再生可能エネルギー電
気の受入

□



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本産業規格A列4番）

取組内容や点検体制の定期的改善

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

組 織 体 制 の 整 備

A203 具体的な取組目標と内容の設定 A205

A204 取組状況の点検体制の構築 A208 組織横断的な推進体制の整備

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B101 自ら入手可能な情報に基づく把握 B106

B105 エネルギー使用量の前年度比較 エネルギー等情報の対策への活用

過去のデータによる傾向の把握

B108

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

C101 空室・不在時等のこまめな消灯 C108 温度計等による室温の把握と調整

C106 冷暖房温度を都の推奨値へ変更 C115

C114 事務用機器を省エネモードに設定 CA01 空室・不在時等のこまめな消灯

事務用機器を業務終了時に停止

C109 空室・不在時等の空調停止 C116 個人用端末の不用・離席時の停止

CA05 温度計等による室温の把握と調整

CA15 不要な機器の電源オフ

CA25 その他設備の不使用時の停止

設備保守対策

D101 ランプ等の定期的な清掃・交換

設備導入対策

E141 太陽光発電設備の導入

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2023年度の状況）
①

kl

②

t

③

t

④

t

⑤

kg-CO2/m2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、
⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。

※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本産業規格A列4番）

0.00.0 9.76 0.0 0.4890

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 金町駅前活動センター

事 業 所 番 号 A 0 8 0 66

事 業 所 等 の 所 在 地

4

所 有 形 態 ■ □

事業所等の延床面積

〒 1 2 －

2

2 区 市 町 村 名0

－ 0

0 東京都葛飾区

金町６－５－１

4

1年未満

5

□■ 1年度分1,230.00 m2

■ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

□ □

□ ■

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
における細分類番号

8 2

報告範囲の主たる用
途

□

□

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 45

1 1 連鎖化事業区分 非該当
直営
店

□ 加盟店 ■□

二 酸 化 炭
素

排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 87

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排
水に伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

0

総　計（④=②+③） 87

二 酸 化 炭
素

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積
当たりの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

70.7

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（）

その他（）

0.0 45.00

□ L 0.0 36.70

0.0 0.0136 0.0

□ kg 0.0 50.80 0.0 0.0161 0.0

0.0 0.0185 0.0

□ 0.0

0.0 0.4890

0.0

0.4890 0.0
電
気

一般送配電事業
者

の電線路を介して
供給された電気

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97

87.8

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 179,477.0 9.76 1,751.7 0.4890

918.0 0.2660

1,751.7

918.0

0.2

0.4

kWh

m3

87.8

0.4000

0.6

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m3

証書による環境価値
の利用

再生可能エネルギー
の 利 用 状 況

□
再生可能エネルギー
発電設備の設置

□
再生可能エネルギー電
気の受入

□



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本産業規格A列4番）

取組内容や点検体制の定期的改善

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

組 織 体 制 の 整 備

A203 具体的な取組目標と内容の設定 A205

A204 取組状況の点検体制の構築 A208 組織横断的な推進体制の整備

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B101 自ら入手可能な情報に基づく把握 B103

B108

B105 エネルギー使用量の前年度比較 過去のデータによる傾向の把握

時間的に詳細に把握

B106

エネルギー等情報の対策への活用

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

C101 空室・不在時等のこまめな消灯 C108 温度計等による室温の把握と調整

C106 冷暖房温度を都の推奨値へ変更 C112

C114 事務用機器を省エネモードに設定 CA01 空室・不在時等のこまめな消灯

季節に応じた外気導入量の適正化

C109 空室・不在時等の空調停止 C115 事務用機器を業務終了時に停止

CA06 季節に応じた外気導入量の適正化

CA15 不要な機器の電源オフ

CA25 その他設備の不使用時の停止

設備保守対策

D101 ランプ等の定期的な清掃・交換

設備導入対策

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2023年度の状況）
①

kl

②

t

③

t

④

t

⑤

kg-CO2/m2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、
⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。

※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本産業規格A列4番）

0.00.0 9.76 0.0 0.4890

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 たつみ保育園

事 業 所 番 号 A 0 8 0 56

事 業 所 等 の 所 在 地

4

所 有 形 態 ■ □

事業所等の延床面積

〒 1 2 －

0

5 区 市 町 村 名0

－ 0

0 東京都葛飾区

西新小岩２－１－３

2

1年未満

4

□■ 1年度分745.15 m2

■ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

□ □

□ ■

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
における細分類番号

8 5

報告範囲の主たる用
途

□

□

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 34

3 1 連鎖化事業区分 非該当
直営
店

□ 加盟店 ■□

二 酸 化 炭
素

排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 66

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排
水に伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

2

総　計（④=②+③） 68

二 酸 化 炭
素

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積
当たりの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

88.5

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（）

その他（）

4,929.0 45.00

□ L 0.0 36.70

221.8 0.0136 11.1

□ kg 0.0 50.80 0.0 0.0161 0.0

0.0 0.0185 0.0

□ 0.0

0.0 0.4890

0.0

0.4890 0.0
電
気

一般送配電事業
者

の電線路を介して
供給された電気

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97

55.7

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 113,864.0 9.76 1,111.3 0.4890

3,781.0 0.2660

1,333.1

3,781.0

1.0

1.5

kWh

m3

66.7

0.4000

2.5

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m3

証書による環境価値
の利用

再生可能エネルギー
の 利 用 状 況

□
再生可能エネルギー
発電設備の設置

□
再生可能エネルギー電
気の受入

□



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本産業規格A列4番）

取組内容や点検体制の定期的改善

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

組 織 体 制 の 整 備

A203 具体的な取組目標と内容の設定 A205

A204 取組状況の点検体制の構築 A208 組織横断的な推進体制の整備

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B101 自ら入手可能な情報に基づく把握 B103

B108

B105 エネルギー使用量の前年度比較 過去のデータによる傾向の把握

時間的に詳細に把握

B106

エネルギー等情報の対策への活用

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

C101 空室・不在時等のこまめな消灯 C108 温度計等による室温の把握と調整

C106 冷暖房温度を都の推奨値へ変更 C112

C114 事務用機器を省エネモードに設定 CA01 空室・不在時等のこまめな消灯

季節に応じた外気導入量の適正化

C109 空室・不在時等の空調停止 C113 中間期における外気冷房の実施

CA06 季節に応じた外気導入量の適正化

CA15 不要な機器の電源オフ

CA25 その他設備の不使用時の停止

設備保守対策

D101 ランプ等の定期的な清掃・交換

設備導入対策

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2023年度の状況）
①

kl

②

t

③

t

④

t

⑤

kg-CO2/m2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、
⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。

※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本産業規格A列4番）

0.00.0 9.76 0.0 0.4890

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 児童相談所

事 業 所 番 号 A 0 8 0 66

事 業 所 等 の 所 在 地

4

所 有 形 態 ■ □

事業所等の延床面積

〒 1 2 －

3

2 区 市 町 村 名0

－ 0

0 東京都葛飾区

立石２－３０－１

1

1年未満

4

□■ 1年度分2,178.00 m2

■ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

□ □

□ ■

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
における細分類番号

8 5

報告範囲の主たる用
途

□

□

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 88

3 9 連鎖化事業区分 非該当
直営
店

□ 加盟店 ■□

二 酸 化 炭
素

排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 170

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排
水に伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

1

総　計（④=②+③） 171

二 酸 化 炭
素

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積
当たりの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

78.0

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（）

その他（）

26,675.8 45.00

□ L 0.0 36.70

1,200.4 0.0136 59.9

□ kg 0.0 50.80 0.0 0.0161 0.0

0.0 0.0185 0.0

□ 0.0

0.0 0.4890

0.0

0.4890 0.0
電
気

一般送配電事業
者

の電線路を介して
供給された電気

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97

110.8

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 226,624.0 9.76 2,211.9 0.4890

2,406.0 0.2660

3,412.3

2,406.0

0.6

1.0

kWh

m3

170.7

0.4000

1.6

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m3

証書による環境価値
の利用

再生可能エネルギー
の 利 用 状 況

■
再生可能エネルギー
発電設備の設置

□
再生可能エネルギー電
気の受入

□



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本産業規格A列4番）

取組内容や点検体制の定期的改善

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

組 織 体 制 の 整 備

A203 具体的な取組目標と内容の設定 A205

A204 取組状況の点検体制の構築 A208 組織横断的な推進体制の整備

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B101 自ら入手可能な情報に基づく把握 B106

B105 エネルギー使用量の前年度比較

過去のデータによる傾向の把握

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

C101 空室・不在時等のこまめな消灯 C108 温度計等による室温の把握と調整

C106 冷暖房温度を都の推奨値へ変更 C115

C114 事務用機器を省エネモードに設定 CA01 空室・不在時等のこまめな消灯

事務用機器を業務終了時に停止

C109 空室・不在時等の空調停止 C116 個人用端末の不用・離席時の停止

CA05 温度計等による室温の把握と調整

CA15 不要な機器の電源オフ

CA25 その他設備の不使用時の停止

設備保守対策

D101 ランプ等の定期的な清掃・交換

設備導入対策

E141 太陽光発電設備の導入

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2023年度の状況）
①

kl

②

t

③

t

④

t

⑤

kg-CO2/m2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、
⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。

※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本産業規格A列4番）

0.00.0 9.76 0.0 0.4890

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 新小岩地区センター

事 業 所 番 号 A 0 8 0 56

事 業 所 等 の 所 在 地

4

所 有 形 態 ■ □

事業所等の延床面積

〒 1 2 －

6

4 区 市 町 村 名0

－ 0

0 東京都葛飾区

新小岩２－１７－１

2

1年未満

4

□■ 1年度分1,225.24 m2

■ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

□ □

□ ■

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
における細分類番号

8 2

報告範囲の主たる用
途

□

□

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 31

1 1 連鎖化事業区分 非該当
直営
店

□ 加盟店 ■□

二 酸 化 炭
素

排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 60

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排
水に伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

0

総　計（④=②+③） 60

二 酸 化 炭
素

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積
当たりの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

48.9

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（）

その他（）

3.9 45.00

□ L 0.0 36.70

0.2 0.0136 0.0

□ kg 0.0 50.80 0.0 0.0161 0.0

0.0 0.0185 0.0

□ 0.0

0.0 0.4890

0.0

0.4890 0.0
電
気

一般送配電事業
者

の電線路を介して
供給された電気

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97

60.9

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 124,528.0 9.76 1,215.4 0.4890

562.0 0.2660

1,215.6

1,321.0

0.1

0.5

kWh

m3

60.9

0.4000

0.7

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m3

証書による環境価値
の利用

再生可能エネルギー
の 利 用 状 況

□
再生可能エネルギー
発電設備の設置

□
再生可能エネルギー電
気の受入

□



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本産業規格A列4番）

取組内容や点検体制の定期的改善

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

組 織 体 制 の 整 備

A203 具体的な取組目標と内容の設定 A205

A204 取組状況の点検体制の構築 A208 組織横断的な推進体制の整備

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B101 自ら入手可能な情報に基づく把握 B106

B105 エネルギー使用量の前年度比較

過去のデータによる傾向の把握

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

C101 空室・不在時等のこまめな消灯 C108 温度計等による室温の把握と調整

C106 冷暖房温度を都の推奨値へ変更 C115

C114 事務用機器を省エネモードに設定 CA05 温度計等による室温の把握と調整

事務用機器を業務終了時に停止

C109 空室・不在時等の空調停止 C116 個人用端末の不用・離席時の停止

CA15 不要な機器の電源オフ

CA25 その他設備の不使用時の停止

設備保守対策

D101 ランプ等の定期的な清掃・交換

設備導入対策

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無


